入善町請負工事等入札参加者選定要領
　（目　的）
第１条　この要領は、入善町請負工事等入札参加資格審査及び指名業者の選定に係る委員会規程（昭和５０年入善町訓令第２号。以下「委員会規程」という。）に定めのあるもののほか、本町が執行する建設工事の請負契約についての競争入札における入札参加者又は随意契約の場合における見積者（以下「入札参加者」という。）の選定方法等について必要な事項を定め、もって契約事務の公正を期することを目的とする。
（入札参加者の格付け）
第２条　入札参加者の格付けは、委員会規程第２条に規定する資格審査委員会の資格審査の結果に基づき有資格者について、同資格審査委員会で第４条の発注基準に対応する等級の格付けを審査し、その結果を町長に報告し、町長が決定する。
２　格付けは、建設業法第２７条の２３第１項の規定に基づく審査結果及び工事完成高、技術者数、工事成績、信用状況等を審査して行い、別表第１のとおりとする。
３　入札参加資格審査申請書に虚偽の申請があったと認められたとき、又は社会通念上不誠実な行為があったと認められたとき、入札参加資格者名簿から除外する。

４　土木一式工事に係る総合評価点の算出方法は、別表４のとおりとする。
　（格付けの有効期間）
第３条　入札参加者の格付け有効期間は、格付けを決定した日の翌日から翌翌年において改正される日までとする。
２　入札参加資格者名簿登載後についても、必要に応じて調整する。
　（発注基準）
第４条　請負工事の発注基準は別表第２のとおりとする。
　   別表第２以外の工事については指名業者選定委員会において協議決定する。
　（入札参加者の指名基準）
第５条　入札参加者を指名しようとするときは、第２条に基づき格付けされた業者の中から前条の発注基準により選定し、別表第３のとおりとする。
　　    ただし、工事の執行上、次の各号のいずれかに該当する場合は、３分の１をこえない範囲内において、当該等級工事の直近上位等級又は直近下位等級に格付けされた者の中から選定できるものとする。また、一般競争入札を実施する場合は、この限りでない。
 (1)  施工中の請負工事に隣接した場所の請負工事で、現に施工中の者を指名することが適当と認めるとき。
 (2) 当該工事に関連した工事又は継続工事等で、その者を指名することが適当と認めるとき。
 (3)　当該工事に近接して営業所等を有する者を指名することが適当と認めるとき。 
(4) 災害復旧、その他緊急に施工を要する請負工事で、その者を指名することが適当と認めるとき。
 (5)　当該建設工事に係る基準等級に格付けされた業者が少数であるとき。
 (6)　その他特別の理由があり町長が必要と認めたとき。

２　前項の規定により、入札参加者を指名しようとするときは、次の各号に留意するものとする。 
 (1)  不誠実な行為、その他信用状況(代表役員個人も含む)
 (2)  工事成績
 (3)  技術者及び保有機械器具の状況
 (4)  手持ち工事の状況
 (5)  当該工事に対する地理的条件
 (6)  労働福祉及び安全管理の状況
　（特　例）
第６条　次の各号に該当する工事等については、前条第１項の規定にかかわらず特に必要と認めた場合は、名簿に登載されない業者又は指名基準及び発注基準の規定によらないことができる。
 (1)  特殊な工法又は技術を必要とするとき
 (2)  特殊な機械を購入設置するとき
 (3)  災害時における応急復旧工事
 (4)  建設工事用材料が特殊な製品であるとき
 (5)  その他町長が必要と認めるとき
　（委員会の招集日）
第７条　指名業者選定委員会の招集日は、原則として毎週火曜日とする。
　　附　則
　　　この要領は、平成11年６月１日から施行する。
   附　則
    この要領は、平成15年４月１日から施行する。
　　附　則
　　　この要領は、平成17年４月１日から施行する。
　　附　則

　　　この要領は、平成18年10月20日から施行する。

　　附　則

　　　この要領は、平成19年４月１日から施行する。

附　則

　　　この要領は、平成21年４月１日から施行する。

附　則

　　　この要領は、平成23年４月１日から施行する。

附　則

　　　この要領は、平成25年４月16日から施行し、平成25年４月１日から適用する。
附　則

　　　この要領は、平成27年４月21日から施行し、平成27年４月１日から適用する。
附　則

　　　この要領は、平成29年４月17日から施行し、平成29年４月１日から適用する。
附　則

　　　この要領は、平成31年４月19日から施行し、平成31年４月１日から適用する。
附　則

　　　この要領は、令和３年４月12日から施行し、令和３年４月１日から適用する。
別表第１

　　　格付け基準表

	　　
	 等　級
	総 合 評 価 点
	年間平均工事完成高
	　

	
	Ａ
Ｂ
Ｃ
	９００点以上
６４０点以上
Ａ・Ｂ以外
	８千万円以上
１千万円以上

	


　　　※Ａ等級、Ｂ等級は、２項目(評価点、工事完成高)全て満たすことを条件とする。

　　※Ａ等級は、１級国家資格者を複数有すること。
　　※Ｂ等級は、１級又は２級国家資格者を複数有すること。

※新規参入業者は、Ｃ等級に格付けするものとする。

※Ａ等級、Ｂ等級は、建設業法第３条の主たる営業所であること。

　別表第２
　　　発注基準表
	
	 等　級
	金  額  区  分
	

	
	   Ａ
   Ｂ
   Ｃ
   
	８００万円以上
1，５００万円未満
７００万円未満

	


　別表第３
　　　指名基準表
	
	 金  額  区  分
	指　名　数
	

	
	     ５００万円未満
     ５００万円以上１，０００万円未満
 　１，０００万円以上
	  ３者以上
  ５者以上
  ７者以上
	


別表第４

　　土木一式工事に係る総合評価点算出方法
　総合評価点＝客観的評価点＋主観的評価点　
　
　　　　　　　     客観的評価点：経営事項審査数値における総合数値

　　　　　　　　
主観的評価点：①町工事成績の数値（表１）

　　　　　　　　　　　　　　　         ②信用状況の数値（表２）

　　　　　　　　　　　　　　　         ③地域・社会への貢献の数値（表３）

　　　　　　　　　　　　　         　　④品質管理の取組みの数値（表４）
表１　町工事成績数値　　　　　    表２　信用状況の数値(指名停止及び指名回避)
	平均点数
	配　点
	
	項　　　　目
	配点

	65点以上
	20+(平均点数－65)×5により算出した数値（上限145点）
	
	書面又は口頭による警告・注意及び指名回避(1件につき)
	－10

	
	
	
	1回の指名停止等期間が1ヶ月以内
	－20

	
	
	
	1回の指名停止等期間が1ヶ月を超え2ヶ月以内
	－30

	65点未満
	(平均点数-65)×5により算出した数値（下限－50点）
	
	1回の指名停止等期間が2ヶ月を超え3ヶ月以内
	－40

	
	
	
	1回の指名停止等期間が3ヶ月を超える場合
	－50

	
	
	
	1回の指名停止等期間が6ヶ月を超える場合
	－100


表３　地域・社会への貢献の数値
	項　　　目
	配　点
	

	町との除雪委託契約　有り
	+20
	

	ISO14001認定登録　 有り
	+5
	

	消防団協力事業所の認定
	+5


表４　品質管理の取組みの数値
	項　　　目
	配　点

	ISO9001認定登録　有り
	+10

	
	


業者選定の運用基準

	
	入札参加者の選定に関する留意事項
	

	
	１.工事執行条件
２.不誠実な行為、
 その他信用状況

	 　 以下の事項に該当する場合は、指名業者数の３分の１をこえない範囲に
おいて、当該等級工事の直近上位等級又は直近下位等級に格付けされた者
の中から選定することができる。
　(1) 施工中の請負工事に隣接した場所の請負工事で、現に施工中の者を
　　指名することが適当と認めたとき。
　(2) 当該工事に関連した工事又は継続工事等で、その者を指名すること
　　が適当と認めたとき。
　(3) 当該工事現場に近接して営業所等を有する者を指名することが適当
　　と認めたとき。
　(4) 災害復旧その他緊急に施工を要する請負工事で、指名することが適
　　当と認めたとき。
  (5) 当該建設工事に係る基準等級に格付けされた業者が少数であるとき。
　(6) その他特別の理由があり、町長が必要と認めたとき。
　　以下の事項に該当する場合は指名しない。
　(1) 入善町建設工事等指名停止基準に基づく指名停止期間中であるとき。
　(2) 入善町発注工事に係る請負契約に関し、次に掲げる事項に該当し、
　　当該状態が継続していることから請負者として不適当であると認めら
　　れるとき。
　　①工事請負契約書に基づく工事関係者に関する措置請求に請負者が
　　　従わない等、請負契約の履行が不誠実であること。
　　②一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等について、
　　　関係行政機関等からの情報により請負者の下請契約関係が不適切で
あることが明確であること。
　(3) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこ
　　れに準ずるものとして、公共工事からの排除要請があり、当該状態が
　　継続している場合など、明らかに請負者として不適当であると認めら
　　れるとき。
　(4) 手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の
　　事実があり、経営状態が著しく不健全であると認められるとき。

　(5) 工事以外で、次のｱ･ｲに掲げる者が法令違反や町税の滞納など、社会
通念上、不誠実な行為等が明らかで請負者として不適当であると認めら
れるとき。

　　ｱ 有資格業者である個人または有資格業者である法人、及びその代表権　を有する役員。

　　ｲ 有資格業者の支店もしくは営業所(常時工事の請負契約を締結する
事務所をいう)を代表する者でｱに掲げる以外の者。

　(6)その他特別の理由があり、町長が必要と認めたとき。
	

	
	３.工事成績
４.技術者及び保有
 有機械器具の状況
５.手持ち工事の状
　況

６.当該工事に対す
 る地理的条件
７.労働福祉及び安
 全管理の状況

	　工事成績等を総合的に勘案すること。
  発注予定工事種別に応じ、当該工事を施工するに足りる有資格技術者及
び機械器具が確保できると認められること。
  工事の手持ち状況からみて当該工事を施工する能力があるかどうかを総
合的に勘案すること。

  主たる営業の本拠地及び当該地域での工事実績等からみて、当該地域に
おける工事の施工特性に精通し、工種及び工事規模等に応じて当該工事を
確実かつ円滑に実施できる体制が確保できるかどうかを総合的に勘案する
こと。
　(1) 関係機関から賃金不払に関する通報があり、当該状態が継続してい
　　る場合であって、明らかに請負者として不適当であると認められると
　　きは、指名しないこと。
　(2) 安全管理の状況が優良であるかどうかを総合的に勘案すること。


	

	
	
	
	

	
	
	
	


